
１　総括

（１） 人件費の状況（令和３年度普通会計決算）

（注）　人件費とは職員給与費のほか、共済費（社会保険料事業主負担分）や、市長、市議会議員などの特別職に支給される報酬などを含みます。

（２） 職員給与費の状況（令和３年度普通会計決算）

（注）１.　職員手当には退職手当を含みません。
      ２.　職員数は、令和３年４月１日現在の人数（公営事業会計職員を除く）です。
      ３.　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含みません。
      ４.　類似団体１人当たり給与費は、令和２年４月時点で総務省が算定したものです。

（３） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

※ 令和４年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、③100 を超えている
　 場合について、その理由及び改善の見込み

（４） 給与制度の総合的見直しの実施状況

① 給料表の見直し

平成27 年４月１日

② 地域手当の見直し

（給料表の改定実施時期）

（内　　　　　　　　容） 東京都の見直し内容を踏まえ、平均1.7％引き下げを行いました。激変緩和のため、国と同様に３年間（平成30 年
３月31 日まで）の経過措置（現給保障）を実施しました。

（　 支　給　割　合　 ） 平成28年４月１日より、国基準16%に対し、武蔵野市においても16%を支給しています。

武蔵野市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

　　　　　　　　　　　％

（４年１月１日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

3,816,082 10,440,437 13.6

令和２年度の人件費率

３年度 人　　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

11.7

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）１人当たり （参考）東京都 （参考）類似団体

148,025 76,957,203

　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A １人当たり給与費 １人当たり給与費

３年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

870 3,112,989 1,232,447 1,444,546 5,789,982 6,348

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年

千円 千円

6,655 7,490

　　（注）１. ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や
　　　  　　　経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。
　　　　　２. 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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区分

全国市平均

類似団体

東京都
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本市は、平成26年10月に東京都給料表へ移行しましたが、移行の際の経過措置の影響により、数年間は高めに推移するものの、経過措置の解
消および退職と採用などにより、今後は都内各市と均衡していく見込みです。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げおよび地域手当の支給割合の見直しなどに取り組むとさ
れています。
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（参考）

２　職員の平均給与月額、初任給など

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

参考

Ａ/Ｂ

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

（注）１.　「一般行政職」とは、地方公務員給与実態調査における区分のことで、税務、福祉業務などに従事する職員以外の一般的な事務職員です。

      ２.　「平均給料月額」とは、職員の基本給の平均です。

      ３.　「平均給与月額（Ａ）」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、超過勤務手当などのすべての諸手当の額を合計

 　　　　   したものです。また、「平均給与月額（国ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝超過勤務手当などを除いたもの）

　　　　　　で算出しています。

      ４.　 類似団体の数値は、令和３年４月１日時点の数値を記載しています。

      ５.　 民間データは賃金構造基本統計調査（平成30～令和２年平均）を使用しています。

      ６.　 飲食物調理従事者および乗用自動車運転者は該当職員が少数のため、個人情報保護の観点から非公表とします。

（２） 職員の初任給

円

円

円 円 円

（３） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）記載のない箇所は当該階層職員がいない、もしくは３人以下です。

16%

平成30年度の支給割合 令和元年度の支給割合 令和２年度の支給割合 令和４年度の支給割合令和３年度の支給割合

国基準による支給割合 16% 16% 16% 16%

（国比較ベース）

武蔵野市の支給割合 16% 16% 16% 16%

16%

453,549 398,484

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

武蔵野市 40.7 312,200 433,234 384,029

東京都 42.3 316,417

国 42.7 323,711 405,049 －

類似団体 42.0 314,081 402,611 364,751

区分 公務員 民間

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額
（国ベース）

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ）

武蔵野市 57.1 13 321,000 396,238 377,500 － － －

うち学校給食員 － 2 － － － 飲食物調理従事者 40.7 294,700

うち自動車運転手 － 2 － － － 乗用自動車運転者 

－

－ －

56.0 313,200

東京都 50.4 1,275 288,149 388,154 － －

国 51.1 2,114 286,570 328,416 －

356,026 －

52.6 34 321,221 377,100 －359,636 －

円 183,700 円

区　　　　　分 武蔵野市 東京都 国

総合職　186,700

一般職　182,200

高　校　卒 145,600 145,600 150,600

一般行政職 大　学　卒 183,700

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

一般行政職 大　学　卒 282,337 394,413 387,400 428,954

高　校　卒 － － － －

技能労務職 高　校　卒 － － － －

－

類似団体
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３　一般行政職の級別職員数など

（１） 一般行政職の級別職員数および給料表

（注）１.　武蔵野市給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２.　基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

      ３.　（　）内は再任用短時間勤務職員数であり、職員数には含まれない数です。

      ４.　１・２・３・４級の人数には再任用フルタイム勤務職員がそれぞれ１人、９人、13人、４人含まれます。

      ５.　構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100になりません。

  

区　　分 基準となる職務 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

５　　級 部長の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

23 3.2 494,000 494,000

４　　級 課長の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

74 10.6 284,000 455,000

３　　級 係長もしくは主査または課長補佐の職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

182 26.1 224,800 415,100

２　　級
・主任の職務
・高度の知識または経験を必要とする業務を
行う職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

229（４） 32.8 199,100 362,500

１　　級
定型的な業務または相当高度の知識もしくは
経験を必要とする業務を行う職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

189 27.1 141,300 324,300

１級, 27.1% １級, 26.7% １級, 21.4%

２級, 32.8% ２級, 33.1% ２級, 38.1%

３級, 26.1% ３級, 26.3% ３級, 26.7%

４級, 10.6% ４級, 10.3% ４級, 10.0%
５級, 3.2% ５級, 3.6% ５級, 3.8%
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（２） 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和４年４月１日現在）

（３） 昇給への人事評価の活用状況

４　職員の手当

（１） 期末手当・勤勉手当（令和３年度実績）

千円 千円 千円

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

・職務加算　5～20％ ・職務段階別加算 3～20％  ・管理職加算 15～25％ ・役職加算 5～20％  ・管理職加算 10～25％

（注）　（  ）内は、再任用職員に適用する支給割合です。

（職制上の段階、職務の級などによる加算措置） （職制上の段階、職務の級などによる加算措置） （職制上の段階、職務の級などによる加算措置）

令和４年４月２日から令和５年４月１日
までにおける運用

管理職員 一般職員

　イ　人事評価を活用している ○ ○

　　活用している昇給区分
昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

　　　上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○

　　　上位、標準の区分 － － － －

　　　標準、下位の区分 － － － －

　　　標準の区分のみ（一律） － －

　ロ　人事評価を活用していない － －

　　　活用予定時期 － －

武蔵野市 東京都 国

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

1,701 1,788 ―

2.40 2.05 2.40 2.05 2.55 1.90

1.35 1.00 1.35 1.00 1.45 0.90
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市２級

市１級

（百円）

給

料

月

額

令和４年４月１日時点

昇 給

武蔵野市 （R４）

国家公務員 （R４)
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○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

（２） 退職手当

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（２%～20%） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（２%～45%）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３）地域手当

千円

円

% 人 %

（４） 特殊勤務手当

 円

 円

　％

（５） 超過勤務手当

千円

千円

千円

千円

（退職時特別昇給　４号給　公務上死傷病）

令和４年度中における運用 管理職員 一般職員

　イ　人事評価を活用している ○ －

　　活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

　　　上位、標準、下位の成績率 ○ ○ － －

　　　上位、標準の成績率 － － － －

　　　標準、下位の成績率 － － － －

　　　標準の成績率のみ（一律） － －

　ロ　人事評価を活用していない － ○

　　　活用予定時期 － 令和５年度

武蔵野市 国

23.00 23.00 19.6695 24.586875

30.50 30.50 28.0395 33.27075

43.00 43.00 39.7575 47.709

43.00 43.00 47.709 47.709

966 22,270

支給実績（３年度決算） 571,739

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算） 596,376

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

武蔵野市 16 930 16

支給実績（３年度決算） 110,300

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算） 3,803

職員全体に占める手当支給職員の割合（３年度） 0.70

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（３年度決算）
左記職員に対する

支給単価

動物死体取扱手当環境部ごみ総合対策課の職員 損傷の著しい動物の死体処理に従事した場合 0円 １件当たり400円

危険業務手当

総務部総務課、財務部管財課、施
設課、環境部ごみ総合対策課、下
水道課、緑のまち推進課、都市整
備部の職員

建設現場その他の高さ10メートル以上の足場の
不安定な箇所又はこれに準ずる箇所において、
工事監督又は検査を行う業務

2,300円 日額 230円財務部施設課、都市整備部建築指
導課の職員

高さ10メートル以上のエレベーターの検査を行
う業務

総務部総務課、財務部施設課、環
境部下水道課、緑のまち推進課、
都市整備部の職員

酸素欠乏のおそれのある箇所において、作業又
は工事監督を行う業務

84,000円 １回当たり1,500円

変死人取扱手当 健康福祉部の職員 変死人の死体処理に従事した場合 24,000円 １体当たり3,000円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ 年 度 決 算 ） 588

緊急出動手当 全職員
風水、火災、地震等非常時における緊急対策の
ため出勤し、当該作業に従事した場合

支 給 実 績 （ ３ 年 度 決 算 ） 480,093

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ３ 年 度 決 算 ） 551

支 給 実 績 （ ２ 年 度 決 算 ） 454,042

（注）　職員１人当たり平均支給年額を算出する際の職員数は、支給実績と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員など制度上時
間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含みます。
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（６） そのほかの手当

円

円

円

円

円

（注）　休日給の支給額は超過勤務手当に含まれています。

５　特別職の報酬などの状況

円 円 ／ 円 円 ／ 円

円 円 ／ 円 円 ／ 円

円 円 ／ 円 円 ／ 円

円 円 ／ 円 円 ／ 円

円 円 ／ 円 円 ／ 円

円 円 ／ 円 円 ／ 円

円 円 ／ 円 円 ／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×勤続年数×400/100 円

給料月額×勤続年数×300/100 円

給料月額×勤続年数×270/100 円

給料月額×勤続年数×270/100 円

        ２.　類似団体の金額は、令和３年４月１日現在のものです。

国の制度 支給実績

（３年度決算）
手　当　名 内容および支給単価 （市と異なる内容） （３年度決算） 平均支給年額

支給職員１人当たり

56,734 千円 204,082扶養手当

住居手当

世帯主またはこれに準ずる者
で下記条件をすべて満たす者
に15,000円を支給
・当該年度末35歳未満の者
・自ら居住するために住宅を
借受け、家賃などを負担する
者

賃貸住宅支給限
度額　28,000円

17,938 千円 183,042

管理職手当

部長級　102,800円
参事級　93,500円
課長級　84,000円
副参事級　75,100円

俸給表別、職務
の級別、俸給の
特別調整額の区
分別に定められ
た額を支給

103,570 千円

配偶者、父母など　6,000円
（課長級は3,000円）
子　 9,000円
（16～22歳は13,000円）

配偶者、父母な
ど　6,500円
子　10,000円
※16～22歳の子
に対する加算額
5,000円

通勤手当

①交通機関利用者
運賃相当額（鉄道利用につい
て６ヶ月定期代金を一括支
給）

②交通用具利用者は通勤距離
に応じて支給

※１ヶ月あたりの限度額
55,000円

－

－ － 千円

137,504 円

1,025,454

－

千円101,477

単身赴任手当

異動に伴う転居など、やむを
得ない事情により配偶者と別
居して単身で生活し、二重生
活を送る者に30,000円を支給
（距離に応じた加算額につい
ては当面支給なし）
※距離区分に応じた加算額は
国と異なる。

－ 0 千円 0

休日給 勤務１時間当たりの給料等の額×135/100

区 分 給　　料　　月　　額　　等

給

料

（参考）東京都26市における最高／最低額 （参考）類似団体における最高／最低額
市 長 1,030,000 1,110,000 853,000 1,030,000 686,000

副 市 長 865,000 940,000 740,000 880,000 667,300

監 査 委 員 700,000 700,000 666,000 － －

教 育 長 810,000 830,000 691,000 － －

報

酬

議 長 670,000 750,000 505,000 760,000

議 員 550,000 610,000 430,000

450,000

副 議 長 600,000 680,000 450,000 670,000 390,000

620,000 370,000

期
末
手
当

市 長 　　（３年度支給割合）
副 市 長 4.45
監 査 委 員
教 育 長
議 長 　　（３年度支給割合）
副 議 長 4.45
議 員

退
職
手
当

市 長

教 育 長

16,480,000 退職時

副 市 長 10,380,000 退職時

監 査 委 員 7,560,000 退職時

6,561,000 退職時

（注）　１.　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（市長、副市長および監査委員は４年＝48月、 

　　　　　　 教育長は３年＝36月） 勤めた場合における退職手当の見込額です。
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６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在、　単位　人）

（注） １. 職員数は一般職に属する職員であり、地方公務員の身分を有する休職、事業団派遣職員などを含み、 臨時または非常勤職員などを除きます。
　　　 ２. [　　　]内は、条例定数の合計です。

（２）年齢別職員構成の状況

　

小　計

　 職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
３年 ４年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 11 10 △ 1

税 務 65 58 △ 7

減：育休者対応の終了

総 務 企 画 240 242 2 増：保健センターの増築及び複合施設の対応

減：育休者対応の終了

民 生 236 236 0

衛 生 77 80 3 増：新型コロナウイルスワクチン接種対応

労 働 1 1 0

農 林 水 産 3 3 0

商 工 10 10 0

土 木 118 117 △ 1 減：計画策定の対応終了

小 計 761 757 △ 4
【参考】人口一万人あたり職員数51.05
（類似団体の人口１万人当たりの職員数46.12）

教 育 部 門 109 109 0

小 計 870 866 △ 4
【参考】人口一万人あたり職員数58.4
（類似団体の人口１万人当たりの職員数60.42）

公
営
事
業
会
計
部
門

水 道 20 20 0

下 水 道 17 17 0

そ の 他 47 47 0

84 84 0

合　　計 954 950 △ 4
【参考】人口一万人あたり職員数64.06

［876］ ［876］ ［±0］

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

20歳 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳

構成比

５年前の構成比

%

区 分

部 門

区 分

部 門

区 分

部 門

区 分

部 門
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（３）部門別職員数の推移

（各年４月１日現在、単位　人）

　【参考】第８次職員定数適正化計画

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
令和４

年

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 51 92 89 98 99 93 79 107 113 85 44 950

職員数
５年前

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 28 77 103 92 84 85 124 125 95 108 13 934

平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年

一般行政 職員数 737 731 753 761 757

増 減 5 △ 6 22 8 △ 4
教　育 職員数 108 109 106 109 109

増 減 △ 3 1 △ 3 3 0

△ 5 0
公 営 事 業 職員数 91 88 89 84

936 928 948 954

84
会 計 増 減 0 △ 3 1

　市では、業務効率化と公共サービスの質の向上の両立、各課の業務に応じた偏りの是正や増減の調整等、適正な管理を行うために策定した
職員定数適正化の計画に基づき、財政援助出資団体への派遣も含め、職員定数を適正な水準に保っていきます。

950
増 減 2 △ 8 20 6 △ 4

計 職員数
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